
1 

 

２０２２年（令和４年）１２月６日 

 

〒１０４－００３２ 

東京都中央区八丁堀三丁目１２番８号 ＨＦ八丁堀ビルディング２Ｆ 

一般社団法人日本少額短期保険協会 

会 長  渡 邊  圭 介 殿 

 

特定非営利活動法人ひょうご消費者ネット 

理事長 鈴 木 尉 久 

〒650-0011              

神戸市中央区下山手通 5 丁目 7 番 11 号 

兵庫県母子会館 2 階 C 

TEL 078-361-7201 FAX 078-361-7205 

URL：https://hyogo-c-net.com 

〔連絡先〕間瀬・鈴木法律事務所 

弁 護 士 鈴 木 尉 久 

TEL 078-351-1669 FAX 078-351-1667 

 

申 入 書 

 

当法人は、兵庫県神戸市に事務所を置き、消費者の権利確立のために、消費者

被害防止・救済のための調査・研究及び支援事業、各種消費者被害に関する情報

の収集と一般消費者等に対する普及啓発事業等を行うことを目的とし、２００

８年（平成２０年）５月２８日に内閣総理大臣から消費者契約法１３条に基づく

適格消費者団体として認定を受けた団体です。 

今般、当法人は、貴協会に対し、本書記載のとおり申し入れます。 

つきましては、本申入れに対する貴協会のご回答を２０２２年（令和４年）１

http://hyogo-c-net.com/
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月１６日までに文書にて当法人事務所までご送付いただきますようお願いいた

します。 

なお、本書面並びに本申入れに対する貴協会からのご回答の有無及びその内

容等、本申入れに関する経緯・内容についてはすべて公表させていただきますの

で、この旨申し添えます。 

 

第１ 申入れの趣旨 

貴協会において、「葬儀保険」などと称する定期保険商品を販売している貴

協会の会員たる少額短期保険業者に対し、下記の点を指導することを求める。 

記 

１ 少額短期保険における「葬儀保険」などと称する定期保険契約の広告にお

いて、 

⑴ 以下の点を、高齢者でも容易に理解することができるように、明瞭に表

示すること。 

ア 当該保険が１年毎に契約期間が満了する保険料掛け捨ての保険であ

ること。 

イ 加入上限年齢及び更新上限年齢までの、年齢帯ごとの保険料及び保険

金額 

⑵ 以下のような表示をしないこと。 

ア 「手ごろな保険料」、「ムリなく備える」、「家計にやさしい保険料」

等の保険料が低廉であるかのような表示 

イ 比較的若年の場合における保険料及び保険金額と高齢となった場合

における保険料及び保険金額を同程度の強調をもって比較対照して表

示することなく、前者ばかりを強調し、後者に対する注意を喚起しない

表示 

２ 消費者との間で少額短期保険における「葬儀保険」などと称する定期保険

契約を締結するにあたっては、自動更新条項を含む約款を用いないように
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すること。 

 

第２ 申入れの理由 

１ 問題となる事案 

少額短期保険における「葬儀保険」などと称する定期保険契約（以下、「葬

儀保険」という。）については、低廉な保険料で葬儀代等の備えができるも

のとして広告がなされているが、一旦加入すると、毎年、拒絶をしない限り

自動更新がなされることになり、保険金が一定の場合には高齢になるほど保

険料の額が増大し、あるいは保険料が一定の場合には高齢になるほど保険金

額が低くなっていく。 

このため、比較的若いうちに、広告に表示されているような低廉な保険料

に魅力を感じて葬儀保険に加入したものの、やがて年月が経つにつれて、自

動更新のため加入継続の是非の選択を十分意識しないまま契約更新を重ね

てしまい、低額な保険金額に見合わない高額な保険料負担をするに至る高齢

者が少なからず生じている。 

葬儀保険については、①対面販売における勧誘時の説明や広告の内容が、

高齢となった場合の高額な保険料又は低額な保険金額を意識させず、比較的

若年の場合の低廉な保険料とある程度まとまった金額の保険金額ばかりを

強調している点、及び、②自動更新条項が約款上設けられている点で、問題

がある。 

２ 葬儀保険の広告の問題点 

葬儀保険の広告においては、たとえば「１００万円の備えができる」「１

００万円受け取れます」等のある程度まとまった金額を保険金額として受け

取れること、及び、「手ごろな保険料でお葬式代程度を備える」、「ムリな

く備えませんか？」、「家計にやさしい保険料」などの比較的低廉な保険料

で加入可能であることを宣伝する表示がなされているのが通例である。 

しかし、高齢になった保険契約者にとっては、葬儀保険の保険料が低廉で
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あるとは言えない。 

また、「葬式代」、「葬儀費用」「７０代、８０代のシニア世代」、「終

活」、「子どもに迷惑をかけない」等といった、高齢者を顧客層として予定

する表示がなされることが多い。 

しかし、葬儀保険の広告においては、顧客層として判断能力が必ずしも十

分ではない高齢者を勧誘しているにもかかわらず、それに対する格別の配慮

は見られない。 

むしろ、１年更新で保険料が上がっていく定期保険になじみのない高齢者

に対し、「１年毎に契約期間が満了し、更新を続けていくと、将来保険料が

急上昇する定期保険である。」という事実について十分な情報提供をせず、

この点について意識させないような広告や勧誘説明がなされている。 

さらに、死亡の保険事故が生じるまで自動更新されることを前提に葬儀保

険への加入を勧誘するのであれば、年齢が低い段階における比較的低額の保

険料ばかりを強調する表示は、不当である。葬儀保険の広告の中には、５４

歳女性の保険料が大きく表示されるようなケースもあるが、葬儀費用を捻出

しようとするなら、女性の場合、平均寿命の８７歳まで生存すると考えると、

実際の葬儀まで３３年間もあることになる。葬儀保険の保険料は、保険金額

が一定の場合、加入時から年齢を重ねるにつれて上がり（少額短期保険業者

によって保険料が上がる年齢間隔は異なる）、ほとんどの葬儀保険の保険料

は７０歳後半あたりから急激に高くなっていく。 

したがって、葬儀保険の勧誘をする広告においては、加入上限年齢及び更

新上限年齢までの保険料と保険金額を、正確に、かつ、高齢者にもわかりや

すく表示するべきである。 

これらの点について配慮を欠くときは、場合によっては、景品表示法５条

２号の有利誤認表示に該当することもありうると考えられる。 

これに対して、ある少額短期保険業者は、年齢帯に応じて保険料が変わる

旨をパンフレットや重要事項説明書等（募集文書）に記載するとともに、全
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年齢帯の保険料を記載していること、詳細は重要事項説明書等（募集文書）

をご覧いただきたい旨を記載し、インターネット広告においてはリンク先の

全年齢帯の保険料表を表示できることを理由に問題はないとの見解を有し

ているようである。しかしながら、このような年齢帯によって保険料が変わ

るとの記載では低廉な保険料を強調する表示が生じさせる、誤った「お得感」

を修正するための注意喚起としては十分ではない。重要事項説明書やインタ

ーネットのリンク先の表示を読まなければ理解できないようでは、高齢者に

とって理解しやすい表示であるとはいえない。高齢者が、当初の低廉な保険

料で葬儀代をまかなえる保険であると誤解してしまうおそれがあると言わ

ざるを得ない。 

３ 葬儀保険における自動更新条項の問題点 

⑴ 消費者契約法１０条の構造について 

葬儀保険については、保険期間は、責任開始日から１年間とされ、保険

契約者が保険期間の満了日までに契約を更新しない旨を通知しない限り、

保険契約はさらに１年間更新されるとの自動更新条項（以下、「本件自動

更新条項」という。）が保険約款において定められていることが通例であ

る。 

 ところで、消費者契約法１０条は、①法令中の公の秩序に関しない規定

の適用による場合に比して消費者の権利を制限し又は消費者の義務を加

重する消費者契約の条項（以下、「前段要件」という。）であり、②民法

第１条第２項に規定する基本原則に反して消費者の利益を一方的に害す

るもの（以下、「後段要件」という。）を、不当条項として無効としてい

る。 

 以下、本件自動更新条項が、消費者契約法１０条に照らして問題がない

かどうかを検討する。 

⑵ 消費者契約法１０条前段要件について 

保険契約において、契約の更新とは、既に期間の定めのある契約を締結
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している契約当事者が、当事者双方の合意によって、当該契約の期間満了

時を始期とする当該契約と同一条件の契約を再度締結することをいう。 

消費者契約法１０条は、前段要件に該当する契約条項の例示として、「消

費者の不作為をもって当該消費者が新たな消費者契約の申込み又はその

承諾の意思表示をしたものとみなす条項」を挙げている。 

 本件自動更新条項は、消費者である保険契約者が保険期間の満了日まで

に契約を更新しない旨を通知しないという「不作為」により、消費者の申

込みの意思表示があったものと擬制し、契約が更新される、すなわち新た

な保険契約が成立するという内容の条項であるから、上記の例示条項にあ

たり、明らかに前段要件に該当する。 

⑶ 消費者契約法１０条後段要件について 

ア 後段要件の判断要素 

判例（最判平成２３年７月１５日民集６５巻５号２２６９頁）は、消

費者契約法１０条後段要件について、「当該条項が信義則に反して消費

者の利益を一方的に害するものであるか否かは、消費者契約法の趣旨、

目的（同法１条参照）に照らし、当該条項の性質、契約が成立するに至

った経緯、消費者と事業者との間に存する情報の質及び量並びに交渉力

の格差その他諸般の事情を総合考量して判断されるべきである。」と判

示している。 

したがって、不当条項として無効とされるか否かは、①契約締結過程

における消費者と事業者との間の情報の質及び量並びに交渉力の格差

に由来する不十分な自己決定、契約内容の形成に関与する意思の希薄さ

の程度という要因（契約締結過程における希薄な合意）と、②成立した

契約条項の内容が交渉力において劣位する消費者に不利であって、対等

の交渉力を有する当事者間で妥当する任意規定や一般法理から乖離し

ている程度という要因（契約条項自体の客観的内容の不適正）の、相関

関係によって決されることになる（いわゆる「合わせて一本」の判断）
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と考えられる。 

イ 「希薄な合意」回避措置の不十分さ 

 本件自動更新条項は、契約締結時にも自動更新される旨が明示されて

おり、かつ、更新前には契約期間満了により自動更新されることや、更

新後の保険料や保障内容が消費者に通知される実務的取扱いがなされ

ており1、消費者は更新を拒絶することも自由に選択することができる

建前となっている。 

しかし、このような自動更新に関する情報提供を前提としても、本件

自動更新条項は、契約締結過程における「希薄な合意」回避措置の不適

正の観点からは、以下のような問題点がある。 

記 

① スラッジ（sludge＝ヘドロ、汚泥のこと）としての機能 

本件自動更新条項は、少額短期保険業者にとっては新規契約獲得の

費用・労力を削減しつつ、保険料を獲得することを可能とする条項で

あるが、消費者にとっては当該保険契約の必要性（当該消費者にとっ

ての保険金額と支払保険料が見合ったものになっているかどうかの

妥当性）の検討にあたり、選択の機会を狭め、契約更新の方向に誘導

されてしまう条項であり、行動経済学的観点からは、消費者の利益の

犠牲のもとに保険会社の利益を図る「スラッジ」としての機能を持つ。 

行動経済学の知見によれば、人は完全に合理的に判断してものごと

を決めるのではなく（限定合理性）、その決断は、一部は熟慮された

ものであるとしても、大部分は習慣的で多くのバイアスのもとにある

とされる2。 

 
1 契約条項外の実務慣行であっても、当該実務的な慣行が普遍的かつ確実になされていること

が事業者によって立証された場合には、契約条項の不当性判断の資料となりうると考えられ

ている（生命保険約款註の無催告失効条項が消費者契約法１０条に該当するかが争われた最

判平成２４年３月１６日民集６６巻５号２２１６頁）。 
2 西内康人「消費者契約の経済分析」（有斐閣・２０１６年）２３８頁以下は、交渉力は、①

情報（情報の質と量の不均衡、情報処理能力）と、②情報の取得・処理にかかる心理学上の
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 そのバイアスの一つとして指摘されているものに、「現状維持バイ

アス」（変化を受け入れたくないという心理効果。変化は、「安定の

損失」であると感じてしまう。）がある。このため、人は、選択の自

由が保持されている場合でも、デフォルト（初期設定）を選択する傾

向がある。通常、保険契約者は、契約時点で、保険契約を将来失効さ

せることまで考えておらず、もともと、契約締結後は、保険加入して

いる現状が維持されやすいが、その上に、自動更新がデフォルトに設

定されると、契約者は、保険契約を継続するか否かを検討する機会を

十分に与えられず、意識しないうちに一旦契約した保険契約を解消し

ない方向に誘導される。更新時点においては、消費者に一度立ち止ま

って熟考する機会を与えることができるが、自動更新はこの熟考の機

会を敢えて与えない方法を選択しているということになる3。 

② 高齢化による認知機能の低下の可能性 

令和４年版高齢社会白書によれば、我が国の総人口は、令和３年１

０月１日現在、１億２５５０万人であり、そのうち６５歳以上人口は、

３６２１万人（２８．９％）、７５歳以上人口は１８６７万人（１４．

９％）である。 

「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」の推

計では、２０２０年の６５歳以上の高齢者の認知症有病率は１６．

７％、約６０２万人となっており、高齢者の６人に１人程度が認知症

であり、２０２５年には約７００万人（高齢者の約５人に１人）が認

知症になると予測されている。 

 
認知的バイアスを中心に分析的に理解されるべきであるとしている。そして、交渉力概念を

情報とバイアスを中心に理解すると、消費者が対価的に重視しない周辺条項が強い内容規制

に服する根拠は、①意識に上りづらい顕著性の低い条項についての消費者の情報不足と、②

バイアスによって影響を受ける将来の不確実性に求められるとする。 
3 なお、自動更新の方式とするか否かそれ自体について、選択の機会を設けている少額短期保

険業者（第一スマート少額短期保険株式会社等）も存在しており、最低限度、この程度の配

慮はなされてしかるべきである。 
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また、これに加えて、認知症の発症はまだしていないものの、日常

生活に影響を及ぼす程度にまでは至らないが経済取引に必要な認知

機能を持たない軽度認知障害（ＭＣＩ）の高齢者が多数存在している

と考えられ、特に、後期高齢者といわれる７５歳以上になると２０％

以上、８５歳以上では８０％以上がＭＣＩまたは認知症であると推定

されている（別表参照）。 

加齢に伴う認知機能の低下により、高齢者は、集中力と注意力を必

要とする複雑で論理的な意思決定（システマティック情報処理法:必

要な情報を広範に収集し深く分析して行う意思決定の方法）を苦手と

し、これまでの経験に依存した安易に選択をしようとする傾向（ヒュ

ーリスティック情報処理法:過去の経験や常識等に基づき直感的に素

早く行う意思決定の方法）があり、本件自動更新条項は、葬儀保険の

主たる顧客層として想定される高齢者に対し、保険契約の更新をする

かどうかという問題自体に直面させず、安易な判断に誘導して、「希

薄な合意」の作出を助長している。 

ウ 契約条項自体の客観的内容の不適正 

本件自動更新条項は、契約条項自体の客観的内容の不適正の観点から

は、以下のような問題点がある。 

自動更新には、消費者が契約更新を失念した場合に生じる保険期間の

空白を防ぐことができる点、及び、新規加入時に必要な告知義務の履行

が必要とされない点4で、消費者にもメリットがある5。ただ、この２点

 
4 少額短期保険においては、更新時に保険会社が保険事故発生の危険性が高まったことを理由

に引き受けを拒絶することがあるものとされており、更新拒絶事由が限定され保険会社が原

則として承諾義務を負うものと規定されている一般の生命保険約款とは異なっており、この

点、消費者に再加入困難を回避する利益は付与されていない（菊妻佐知夫「生保契約の自動

更新条項と消費者契約法第１０条」生命保険経営８４巻６号１９頁以下参照）。 
5 自殺免責期間、告知義務違反解除の除斥期間が更新前契約の契約日から起算されることにな

っている点が自動更新条項についての消費者の利益になるという指摘もあるが（菊妻・前註

４の２１頁）、この点は、「更新」に附帯する利益であり、消費者の申込の意思表示を不要と

するがゆえに設けられた利益ではないと考えられる。 
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は、消費者にとって特段の利益を与えているものとは評価しえない。 

他方、葬儀保険の保険料の多くは、数年ごとに区切られた年齢範囲に

応じて上昇する仕組みがとられており、更新日時点での年齢が少額短期

保険業者が設定した年齢範囲に達したときは、保険金額が一定の場合に

は保険料が増加することになる。 

保険料の金額は、契約における核心的合意部分であり、当該保険料で

保険契約を締結するか否かについては、消費者の十分な認識のもと、そ

のような保険が自らの需要に適合的であるかどうかという合理的判断

による主体的な意思決定が要求されると考えられる6。 

保険料といった契約の本質的要素が、消費者からの申込の意思表示も

ないのに変更されるという点は、契約自由の原則と大きく乖離している。

したがって、保険料増額がある場面での自動更新は、更新前の契約に比

べ消費者にとってより負担の多い契約内容に、明瞭な意思決定なしに変

更を受ける結果となる点で、消費者の利益を一方的に害することになり

かねない。 

「契約の更新」は、本来、同一条件の契約を再度締結することをいう

ものであるところ、保険料増額がある場面での自動更新は、同一条件で

はない点で「契約更新」という通常の用語の域を超えており、消費者の

積極的な契約締結の意思表示なしに保険料増額をすることは、見直され

るべきである。 

そもそも少額短期保険が、「短期」の保険として登録のみで開業を許

されているのは、消費者の日々短期間の需要に応じた適切な保険商品を

供給するからであり、消費者に対し、短期の保険期間が終了するたびに、

 
6 保険業法施行規則第 227 条の 2 第 3 項第 13 号においては、自動更新型の少額短期保険の募

集時に、保険契約者に対し、保険期間の終了時に、保険料・保険金額等を見直す場合がある

ことを記載した書面を交付し、説明を行うことが義務付けられているが、これは自動更新が

短期であることを本来の姿とする少額短期保険としては例外であることから、核心的合意部

分である保険料・保険金額等への消費者の意思的関与の希薄さが生じることをできるだけ予

防する趣旨に基づくものと考えられる。 
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多数回にわたる保険商品選択の機会を付与することこそが、少額短期保

険の存在理由である。「自動更新条項」によって、実際上長期の契約期

間を実現し、消費者の商品選択（更新しないで契約を終了させるという

選択を含む）への意思的関与を希薄化することは、少額短期保険の「短

期」であるべき本質と矛盾している。 

少額短期保険においては、短期の保険期間ごとの消費者に対する保険

の見直しの機会の付与は、その制度的存在理由にかかわる重要な点であ

り、消費者の選択の実質的な希薄化を招くことになる自動更新条項を導

入するにあたっては、よほどの合理的理由の存在が要求されるものであ

る。 

エ 後段要件についてのまとめ 

 保険契約の更新については、その都度消費者からの申込を受ける方法

と、自動更新を行う方法のいずれの選択も可能であるところ、少額短期

保険業者は、葬儀保険につき本件自動更新条項を用いて、消費者からの

更新拒絶の意思表示がない限り、契約を更新するものとしている。 

いずれの方法であっても消費者は自由に更新するか否かを選択する

ことができるので問題がないと考えるのは浅慮にすぎるものであり、保

険会社には、消費者の限定合理性を踏まえ、現状維持バイアス等を念頭

におき、また、高齢者を主たる顧客層として予定する以上は加齢による

認知機能の低下も考慮したうえで、契約内容に対する消費者の意思的関

与をできる限り確保する制度設計が信義則上、要求されている7。 

 本件自動更新条項は、消費者にとって大きなメリットは存在しておら

ず、むしろ、保険料増額がある場面での自動更新は、本来、消費者の主

体的な意思的関与なしに決定できないはずの契約の要素を、消費者の負

 
7 得津晶「保険販売規制への行動経済学の取り込み・序：欧州の経験から」生命保険論集第 

２１４号１２５頁以下は、ＥＵでの保険販売場面における行動経済学の活用を紹介してい

る。 
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担を増加する方向で一方的に変更するという性質のものであり、契約条

項自体の客観的内容についても、信義則に照らして適切であるとは言え

ない。 

⑷ 小括 

葬儀保険における本件自動更新条項は、更新後の契約において保険料の増

額がなされる場合にも適用されるときは、消費者の意思決定の自律性に対す

る不当な干渉・操作であり、消費者契約法１０条により無効とされる可能性

もある、問題がある条項だと考えられる。 

４ まとめ 

以上のとおり、葬儀保険については、広告の問題及び自動更新条項の問題が

あり、これらについてはしかるべき改善が必要であると考えられるため、本申

入書により、申し入れる次第である。 

以 上  
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【別表】 

 

 

 

※令和２年１０月２０日開催の東京都・高齢者の特性を踏まえたサービス提

供のあり方検討会（第１回）第 1 回 東京都福祉保健局 (tokyo.lg.jp)資料６

より 
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